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手 芸 教 室　　5月～3月
隊養の知識と謂実技
降璃ペーパーフラ・一の実技
家庭生活の実繍酬・・月一2月1禾・服の着付
健 康　　教 室　　6月～12月
婦人リー処研修刹 6月
隔人の若返り
同体の運営技術
表18 婦人教育実施上の努力事項
ね　　ら　　い 現　状　の　問　題　点 必要と思われる対策
主体的価値観をもって
生きていくことのでき
る（自立した）婦人の
育成をはかる。
。婦人をとりまく生活環境を深く認識
する学習会が少ない。
。自己表現を積極的におこなっていく
学習活動が少ない。
。気軽に参加できる楽しい雰囲気の学
習会・集いが少ない。
。就労婦人が多いにもかかわらず，働
く婦人の問題を考える講座が少な
い。
。対象者により同じ主題でも学習方法
や学習形態を変化させる。
。主体的に学ぶ姿勢を身につけるため
に学習時にはできるだけ発表や討議
の場を多くとり入れる。
　（書くこと，話すことを積極的にお
こなう講座。学習会の開設）
。学習することが楽しいというイメー
ジを与えることのできる主題の設定
や学習形態のくふうをしていく。
　（サPン的学習会・集いの開設）
・就労婦人が参加しやすい日時を選ん
で開設し，就労婦人がかかえている
職場・家庭の問題を気軽にだしあふ
る場を設定する。
　婦人教育事業をしていない公民館は，2カ所ある。中央公民館を除く他は，趣味講座が殆んど
で，直接学習教育に結びつく活動に乏しい。このため，参加者の結びつき，組織化に程遠い状態
である。この点について，表18の「婦人教育実施上の努力事項」の中で，この点について触れて
いるにもかかわらず，本年度の事業とくに分館事業にそれへの対策がたてられていない。婦人教
育事業のねらいが，「主体的価値観をもって生きていくことのできる（自立した）婦人の育成を
はかる」となっているが，短期間の学習ではリーダーとなる人を見出すまでもいたらず，もって
「自立」をめざすには余りにもおそまつ過ぎはしないか。このねらいを達成させるには，思い切
った人的資源の開発をしなければ，組織化は困難である。筆者は，「ゆりかご学級」「家庭教育
学級」の顧問として経験を重ねる度に痛感させられる。やはり保育施設がないところでは，子育
て期の母親の学習を深めることができないばかりか，その芽さえつみとることになる。
あ　と　が　き
　家庭にある子育て期の母親は，一方では賃労働者としての予備軍でもあり，他方では社会的活
動の有力な資源とも考えられる。したがって，この時期の学習体験をのがしては，女性の自立も
あやぶまれる。彼らの学習は働く婦人に対する政策と同様，重要なものとして位置づけられねば
なるまい。
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注1
離職理由の推移 （％）
女
男
昭和45
46
47
48
49
50
45
46
47
48
49
50
計
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
契約期
闇満了
5．1
4．8
4．7
3．7
4．3
5．4
5．6
5．9
5．8
5．9
6．8
5．4
経営上の
都　　合
3．9
4．5
3．4
2．4
8．1
8．5
4．7
6．2
4．8
4．3
7．7
12．7
定　年
0．4
0．6
0．5
0。4
0．8
1．0
2。7
2．9
3．6
2．6
3．3
4．4
本人の責
1．7
1．7
2．2
1．8
2．5
2．5
4．1
3．6
4．8
4．8
4．8
5．4
個入的
理副うち繍？犠
87．0
86．4
87．3
89．9
82．1
80．4
79．9
78．0
77．8
79．2
73．6
68．9
21．8
23．9
25．1
25．8
25．2
26．3
その他
1．9
2．0
1．9
1．8
2．2
2．1
3．0
3．4
3．2
3．2
3．9
3．2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働省一雇用動向調査
注2　国立公民館主事伊藤雅子氏を中心になされている主婦の学習に関する試み。
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